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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第48期中及び第48期については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

３．連結子会社であったアニー株式会社は平成17年11月28日付で清算しており、平成18年３月期末では連結子会

社が存在していないため、平成18年３月31日現在の連結貸借対照表は作成しておりません。このため、第48

期の連結経営指標等の一部については記載しておりません。 

４．第49期中より中間連結財務諸表は作成しておらず、また、第49期より連結財務諸表も作成しておりません。

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益（千円） 4,213,261 － － 7,808,647 － 

経常損益（千円） △268,814 － － △626,931 － 

中間（当期）純損益（千円） 1,664,545 － － 1,153,245 － 

純資産額（千円） 7,863,787 － － － － 

総資産額（千円） 12,679,579 － － － － 

１株当たり純資産額（円） 671.37 － － － － 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
142.10 － － 98.46 － 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 62.0 － － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
716,192 － － 924,741 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
231,351 － － 1,637,998 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△880,188 － － △2,078,441 － 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
158,646 － － 575,583 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

134 

(155)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第48期までは連結財務諸表を作成しているため、第49期中以

降は関連会社がないため記載しておりません。 

３．第48期中の１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益については、連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第48期は潜在株式が存在しないため、第49期中

以降は１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．第48期までの営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキ

ャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高については、連結キャッシュ・フロー計

算書を作成しているため記載しておりません。 

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益（千円） 4,008,834 2,960,988 1,784,798 7,604,221 4,793,502 

経常損益（千円） △262,140 △375,390 △275,211 △620,207 △1,050,071 

中間（当期）純損益（千円） 1,514,917 △443,911 △1,083,228 1,003,617 △2,221,037 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 3,596,500 3,596,500 3,596,500 3,596,500 3,596,500 

発行済株式総数（株） 11,856,000 11,856,000 11,856,000 11,856,000 11,856,000 

純資産額（千円） 7,880,777 6,923,694 3,914,604 7,414,081 5,010,879 

総資産額（千円） 12,739,594 9,071,304 5,502,359 10,682,735 6,966,880 

１株当たり純資産額（円） － 591.37 334.48 633.14 428.09 

１株当たり中間（当期）純損益

（円） 
－ △37.91 △92.55 85.69 △189.71 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 61.9 76.3 71.1 69.4 71.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ △225,375 △292,484 － △628,534 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ 678,766 755,030 － 1,013,714 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
－ △680,665 △263,101 － △781,712 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
－ 348,310 378,501 － 179,052 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

134 

(142)

115 

(125)

80 

(72)

127 

(134)

102 

(105)



２【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社及び非連結子会社いーかな有限会社の２社により構成されております。 

 その事業活動は、当社のホームセンター部門において住居・生活関連商品の小売販売、生鮮食料品部門において生

鮮食品の小売販売、住宅建材部門において住宅リフォーム等を行っており、いーかな有限会社は、現在、事業を行っ

ておりません。 

 当中間会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更は、概ね次のとおりであります。 

＜ホームセンター事業＞ 

主な事業内容の変動はありません。 

＜生鮮食料品事業＞ 

主な事業内容の変動はありません。 

＜その他の事業＞ 

平成19年９月に、従来からの事業内容のうち木製建具・家具の製造及び住宅の施工・販売事業から撤退いたしまし

た。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員（当社から他社への出向者を除いております。）であります。 

２．従業員数欄の（外数）は、臨時従業員（パートタイマーのみであり、アルバイト、人材派遣会社からの派遣

社員、嘱託契約の従業員は含んでおりません。）の当中間会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であ

ります。 

３．従業員数が前事業年度末に比べ22名減少したのは、四国地区以外の店舗の閉鎖に伴う退職によるものであり

ます。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

ホームセンター事業 59 （59） 

生鮮食料品事業 7 （10） 

その他の事業 7 （－） 

管理部門 7 （3） 

合計 80 （72） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、大手製造業を中心に好調な業績が続き緩やかな回復が続いております

が、年金問題や税負担の増加など将来に対する不安から個人消費は力強さを欠いており、全体的な景気の回復感に

は乏しい状況が続いております。 

 このような状況のなか、当社の主力であるホームセンター業界におきましては、市場規模拡大の鈍化や既存店の

売上減少傾向に伴い、大手企業によるシェア維持のための企業買収や出店競争が激化しており、一段と厳しい経営

環境が続いております。 

 このような経営環境のもと、当中間会計期間における当社の営業収益は17億84百万円（前年同期比39.7％減）、

営業損失は２億47百万円（前年同期比94百万円の改善）、経常損失は２億75百万円（前年同期比１億円の改善）と

なりました。また、四国地区以外の店舗の閉鎖や売却に伴う損失並びに減損損失を計上したことにより、中間純損

失は10億83百万円（前年同期比６億39百万円の悪化）となりました。 

 事業部門別の業績は次のとおりであります。 

 ホームセンター事業におきましては、販売及び在庫管理の精度向上と迅速化のため新たなＰＯＳシステムを導入

し、効率的な店舗運営を行う体制とするとともに、既存店舗強化策の一つとして平成19年９月に徳島店を改装しま

した。これにより、既存店舗の販売単価やお客様一人当たりのお買上げ金額は堅調に推移しております。また、抜

本的な経営改革の一環として、前事業年度における１店舗の売却及び10店舗の閉鎖に引き続き、当中間会計期間に

おいては平成19年６月に若松店（北九州市八幡西区）を売却、平成19年７月には山口店（山口県山口市）、平成19

年８月に春日井店（愛知県春日井市）、平成19年９月に鹿児島店（鹿児島県鹿児島市）の３店舗を閉鎖いたしまし

た。この結果、当中間会計期間の当事業の営業収益は16億３百万円（前年同期比41.8％減）となりました。 

 生鮮食料品事業におきましては、地元の食材を適切に導入し旬の売場作りに注力するとともに、事業の効率化の

ため平成19年８月にファーム川内店（徳島県徳島市）を閉鎖・転貸いたしました。この結果、当中間会計期間の当

事業の営業収益は１億63百万円（前年同期比14.8％減）となりました。 

 その他の事業におきましては、住宅建材事業の増改築関連の受注が増加したため、当中間会計期間の当事業の営

業収益は18百万円（前年同期比38.8％増）となりました。なお、事業の選択と集中の観点から当中間会計期間にお

いて分譲住宅事業から撤退し住宅リフォーム事業に特化するとともに、平成19年９月に木製品の製造部門である小

松島工場及び文化教室を運営するアクティスクールを閉鎖いたしました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は３億78百万円となり、前事業年度末に

比べ１億99百万円の増加（前年同期は２億27百万円の減少）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は２億92百万円（前年同期は２億25百万円の支出）となりました。これは主に、減

損損失２億40百万円、固定資産売却損３億７百万円、店舗撤退損１億84百万円及び工場閉鎖損55百万円等の非資金

的費用やたな卸資産の減少１億54百万円等がある一方で、税引前中間純損失の計上10億77百万円や固定資産売却益

１億33百万円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は７億55百万円（前年同期は６億78百万円の収入）となりました。これは主に、固

定資産等の売却による収入６億59百万円及び差入保証金の返還による収入１億19百万円等があったことによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は２億63百万円（前年同期は６億80百万円の支出）となりました。これらは主に、

短期借入金の純減少93百万円、長期借入金の借入１億円及び長期借入金の返済２億69百万円等があったことによる

ものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価であります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は、主として小売業を営んでおり、受注状況の記載を省略しております。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

① 地区別販売実績 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他営業収入の事業の部門別内訳は次のとおりであります。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

その他の事業 21,490 86.7 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ホームセンター事業 993,761 66.1 

生鮮食料品事業 118,396 78.2 

合計 1,112,157 67.2 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

ホームセンター事業     

中部地区 13,811 2.7 

中国地区 60,984 14.5 

四国地区 1,316,731 96.2 

九州地区 165,278 50.4 

小計 1,556,807 57.7 

生鮮食料品事業 162,521 85.5 

その他の事業 17,190 149.0 

売上高計 1,736,518 59.8 

その他営業収入 48,279 81.6 

営業収益 1,784,798 60.3 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ホームセンター事業 46,494 82.6 

生鮮食料品事業 484 43.5 

その他の事業 1,300 72.7 

計 48,279 81.6 



② 品目別販売実績 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ホームセンター事業の「その他」は、百円均一、催時等であります。 

３．その他の事業は、住宅建材部門においての販売等であります。 

４．総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。 

③ 単位当たり売上高（ホームセンター事業） 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．売場面積は、「大規模小売店舗立地法」に基づく店舗面積であります。 

３．従業員数には、臨時従業員（パートタイマー）を１人１日８時間換算により含めております。 

４．売場面積及び従業員数は、期中平均によっております。 

品目別 金額（千円） 前年同期比（％） 

ホームセンター事業     

ＤＩＹ用品 612,532 56.2 

家電用品 152,735 58.5 

家庭用品 565,017 56.6 

スポーツ・レジャー用品 142,601 59.4 

酒・その他 83,921 75.5 

小計 1,556,807 57.7 

生鮮食料品事業 162,521 85.5 

その他の事業 17,190 149.0 

売上高計 1,736,518 59.8 

その他営業収入 48,279 81.6 

営業収益 1,784,798 60.3 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

売上高（千円） 1,556,807 57.7 

売場面積（㎡） 24,591 53.9 

１㎡当たり売上高（千円） 63 107.0 

従業員数（人） 114 60.5 

１人当たり売上高（千円） 13,620 95.3 



④ 地域別売上高 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 会社の支配に関する基本方針について 

 ① 基本方針の内容 

 当社は、ホームセンター事業において長年蓄積した業務知識や営業ノウハウを活用することによって、顧客満足

度をより高めることを経営の基本施策としております。 

 このような当社の事業において、経営の効率性や収益性を高める観点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハ

ウを備えた者が取締役に就任し、法令及び定款の定めを遵守しつつ、当初の財務及び事業の方針決定につき重要な

職務を担当することが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。 

 ② 株式の大量取得を目的とする買付けに対する基本的な考え方 

 当社は、株式の大量取得を目的とする買付けが行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には株主

の皆様の判断に委ねられるべきものと考えており、経営支配権の異動を通じた企業活動の活性化の意義や効果につ

いてもなんらこれを否定するものではありません。 

 しかしながら、高値での売り抜け等の不当な目的による企業買収の存在は否定できないところであり、そういっ

た買収者から当社の基本理念やブランド、株主を始めとするステークホルダーの利益を守ることは、当社の経営を

預る者として当然の責務であると認識しております。 

 また、株式の大量取得を目的とする買付けについては、当該買付者の事業内容、将来の事業計画や過去の投資行

動から、当該買付けが当社の企業価値及び株主共同の利益に与える影響を慎重に検討し、判断する必要があると認

識しております。 

 現在のところ、当社株式の大量買付けに係る具体的な脅威が生じているわけではなく、また、当社としてもその

ような買付者が出現した場合の具体的な取組みを定めるものではありません。但し、当社としては、株主から付託

を受けた経営者の責務として当社株式の取引や株主の異動状況を常に注視するとともに、有事対応の初動マニュア

ルを作成するほか、株式の大量取得を企画する者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切と考えられる措

置を講じます。具体的には社外の専門家を交えて当該買収提案の評価や株式取得者との交渉を行い、当該買収提案

が当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及びその内容等を速やかに決

定し、対抗措置を実行する体制を整えます。 

 なお、買収防衛等の導入につきましても重要な経営課題の一つとして、買収行為を巡る法制度や関係当局の判

断・見解、世間の動向等を注視しながら、今後も検討してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

地域別 金額（千円） 前年同期比（％） 

徳島県 1,210,638 94.7 

香川県 285,805 98.1 

鹿児島県 103,257 60.7 

岡山県 60,984 16.7 

山口県 33,077 61.0 

福岡県 28,944 27.9 

愛知県 13,811 2.7 

売上高計 1,736,518 59.8 

その他営業収入 48,279 81.6 

営業収益 1,784,798 60.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、当社は四国地区以外の店舗撤退等に伴い設備を売却及び除却しております。その設備の

状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数のうち（ ）内の数字は、平均臨時雇用者数で外数であります。 

３．面積のうち（ ）内の数字は、賃借部分で外数であります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別
の名称 

設備の内容 

帳簿価額 

売却及び 
除却の時期 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 
（千円） 

土地 
その他 

（千円） 
合計 

（千円） 面積 
（㎡） 

金額 
（千円） 

春日井店 

（愛知県春日井市） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 656 － 

－ 

(1,982)
－ 44 700 平成19年８月除却 

和歌山店 

（和歌山県和歌山市） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 － － 

426 

(5,348)
57,510 － 57,510 平成19年９月売却 

加古川店 

（兵庫県加古川市） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 － － 

1,116 

(6,027)
89,130 － 89,130 平成19年８月売却 

玉野店 

（岡山県玉野市） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 867 － 

－ 

(333)
－ 365 1,232 平成19年９月除却 

若松店 

（北九州市八幡西区） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 29,697 － 

－ 

(8,364)
－ － 29,697 平成19年６月売却 

鹿児島店 

（鹿児島県鹿児島市） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 － － － － － － 平成19年９月除却 

山口店 

（山口県山口市） 

ホームセン

ター事業 
営業設備 794 － 

－ 

(419)
－ 155 949 平成19年７月除却 

ファーム川内店 

（徳島県徳島市）  

生鮮食料品

事業  
営業設備 － － 

－ 

(4,362)
－ 340 340 平成19年８月除却 

本社管轄資産 
                  

（埼玉県戸田市）   福利厚生施設 99,571 － 989 32,144 43 131,759 平成19年６月売却 

（大阪市城東区） その他 福利厚生施設 181,852 － 791 10,066 16 191,935 平成19年９月売却 

（岡山県岡山市）   倉庫等 187,814 － 7,535 296,010 152 483,976 平成19年９月売却 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 43,176,000 

計 43,176,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 11,856,000 11,856,000 
大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 11,856,000 11,856,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 11,856,000 － 3,596,500 △536,982 1,427,159 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ナカイインタナショナル有限

会社 
徳島県徳島市川内町大松844番地 2,778 23.43 

中飯静雄 徳島県阿南市 1,993 16.81 

エール株式会社 徳島県徳島市川内町大松846番地 1,170 9.87 

ナカイ取引先持株会 徳島県徳島市沖浜東３丁目62番地 452 3.82 

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１丁目１番地１号 437 3.69 

株式会社阿波銀行 徳島県徳島市西船場町２丁目24番の１ 427 3.60 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 415 3.51 

中飯マツヱ 徳島県阿南市 404 3.41 

ナカイ興産有限会社 徳島県徳島市沖浜東３丁目62番地 353 2.98 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 353 2.98 

計 － 8,785 74.1 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）退任役員 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   152,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,592,000 11,592 － 

単元未満株式 普通株式    112,000 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 11,856,000 － － 

総株主の議決権 － 11,592 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

ナカイ株式会社 

徳島県徳島市沖浜

東３丁目62番地 
152,000  － 152,000 1.28 

計 － 152,000  － 152,000 1.28 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 117 108 109 152 106 113 

最低（円） 106 98 99 101 92 77 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 開発部長 豊﨑恵 平成19年８月27日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 資産基準      0.4％ 

 売上高基準     － ％ 

 利益基準      0.0％ 

 利益剰余金基準   0.0％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   348,310   378,501 179,052  

２．売掛金   6,217   3,875 7,002  

３．たな卸資産 ※2.3 1,463,901   668,436 1,192,752  

４．その他   146,789   244,608 92,833  

流動資産合計     1,965,219 21.7 1,295,422 23.5   1,471,640 21.1

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1）建物 ※２ 2,007,339   1,040,612 1,570,189  

(2）土地 ※２ 3,303,251   2,139,171 2,644,072  

(3）その他   93,628   68,985 72,957  

有形固定資産合計   5,404,219   3,248,770 4,287,218  

２．無形固定資産   259,393   133,291 188,697  

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券 ※２ 535,759   184,099 204,677  

(2）差入保証金   855,622   616,436 766,593  

(3）その他 ※2.3 51,091   216,148 73,195  

貸倒引当金   －   △191,809 △25,142  

投資その他の資産
合計 

  1,442,473   824,875 1,019,324  

固定資産合計     7,106,085 78.3 4,206,936 76.5   5,495,239 78.9

資産合計     9,071,304 100.0 5,502,359 100.0   6,966,880 100.0 

           

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形   163,231   155,338 150,290  

２．買掛金   190,061   158,525 216,544  

３．短期借入金 ※２ 267,000   300,000 393,000  

４．１年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 429,510   350,855 389,735  

５．未払法人税等   19,219   10,812 20,885  

６．その他   131,281   93,607 125,197  

流動負債合計     1,200,303 13.2 1,069,138 19.5   1,295,654 18.6

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金 ※２ 560,505   242,550 373,600  

２．預り保証金 ※２ －   276,066 281,241  

３．その他 ※２ 386,801   － 5,504  

固定負債合計     947,306 10.5 518,616 9.4   660,346 9.5

負債合計     2,147,610 23.7 1,587,754 28.9   1,956,000 28.1

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本            

１．資本金     3,596,500 39.6   3,596,500 65.4   3,596,500 51.6

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   1,964,141     1,427,159     1,964,141    

(2）その他資本剰余
金   1,684,054     －     1,684,054    

資本剰余金合計     3,648,196 40.2   1,427,159 25.9   3,648,196 52.4

３．利益剰余金                    

(1）その他利益剰余
金                  

繰越利益剰余金   △443,911     △1,083,228     △2,221,037    

利益剰余金合計     △443,911 △4.9   △1,083,228 △19.7   △2,221,037 △31.9

４．自己株式     △20,519 △0.2   △21,058 △0.4   △20,886 △0.3

株主資本合計     6,780,265 74.7   3,919,372 71.2   5,002,772 71.8

Ⅱ 評価・換算差額等            

１．その他有価証券評
価差額金     143,429 1.6   △4,767 △0.1   8,107 0.1

評価・換算差額等合
計     143,429 1.6   △4,767 △0.1   8,107 0.1

純資産合計     6,923,694 76.3   3,914,604 71.1   5,010,879 71.9

負債純資産合計     9,071,304 100.0   5,502,359 100.0   6,966,880 100.0

         



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,901,790 100.0 1,736,518 100.0   4,681,542 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,124,702 73.2 1,300,859 74.9   3,449,278 73.7

売上総利益     777,088 26.8 435,658 25.1   1,232,264 26.3

Ⅲ その他営業収入     59,197 2.0 48,279 2.8   111,959 2.4

営業総利益     836,285 28.8 483,938 27.9   1,344,223 28.7

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

    1,178,052 40.6 731,361 42.2   2,171,758 46.4

営業損失     341,767 △11.8 247,423 △14.3   827,534 △17.7

Ⅴ 営業外収益 ※１   6,887 0.3 8,547 0.5   15,636 0.3

Ⅵ 営業外費用 ※２   40,510 1.4 36,335 2.1   238,172 5.0

経常損失     375,390 △12.9 275,211 △15.9   1,050,071 △22.4

Ⅶ 特別利益 ※３   94,072 3.2 135,764 7.8   274,167 5.8

Ⅷ 特別損失 ※4,5   152,573 5.3 938,079 54.0   1,426,921 30.5

税引前中間（当
期）純損失 

    433,891 △15.0 1,077,526 △62.1   2,202,825 △47.1

法人税、住民税及
び事業税 

    10,019 0.3 5,701 0.3   18,211 0.3

中間（当期）純損
失 

    443,911 △15.3 1,083,228 △62.4   2,221,037 △47.4

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

その他利益

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
3,596,500 1,964,141 2,000,026 △315,971 △20,098 7,224,598 189,483 189,483 7,414,081 

中間会計期間中の変動額                  

  資本剰余金から利益剰余

金への振替（注） 
    △315,971 315,971   －     － 

  中間純損失       △443,911   △443,911     △443,911 

  自己株式の取得         △421 △421     △421 

  株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

            △46,053 △46,053 △46,053 

 中間会計期間中の変動額

合計     （千円） 
－ － △315,971 △127,940 △421 △444,332 △46,053 △46,053 △490,386 

 平成18年９月30日 残高 

       （千円） 
3,596,500 1,964,141 1,684,054 △443,911 △20,519 6,780,265 143,429 143,429 6,923,694 



 当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 資本 

準備金 

その他資本 

剰余金 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

 平成19年３月31日 残高 

        （千円） 
3,596,500 1,964,141 1,684,054 △2,221,037 △20,886 5,002,772 8,107 8,107 5,010,879 

中間会計期間中の変動額                  

  資本準備金からその他資

本剰余金への振替 
  △536,982 536,982     －     － 

  その他資本剰余金から利

益剰余金への振替 
    △2,221,037 2,221,037   －     － 

  中間純損失       △1,083,228   △1,083,228     △1,083,228 

  自己株式の取得         △171 △171     △171 

  株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

            △12,875 △12,875 △12,875 

 中間会計期間中の変動額

合計     （千円） 
－ △536,982 △1,684,054 1,137,808 △171 △1,083,400 △12,875 △12,875 △1,096,275 

 平成19年９月30日 残高 

       （千円） 
3,596,500 1,427,159 － △1,083,228 △21,058 3,919,372 △4,767 △4,767 3,914,604 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 資本 

準備金 

その他資本

剰余金 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

        （千円） 
3,596,500 1,964,141 2,000,026 △315,971 △20,098 7,224,598 189,483 189,483 7,414,081 

事業年度中の変動額                  

  資本剰余金から利益剰余

金への振替（注） 
    △315,971 315,971   －     － 

  当期純損失       △2,221,037   △2,221,037     △2,221,037 

  自己株式の取得         △788 △788     △788 

  株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
            △181,375 △181,375 △181,375 

 事業年度中の変動額合計 

        （千円） 
－ － △315,971 △1,905,065 △788 △2,221,825 △181,375 △181,375 △2,403,201 

 平成19年３月31日 残高 

       （千円） 
3,596,500 1,964,141 1,684,054 △2,221,037 △20,886 5,002,772 8,107 8,107 5,010,879 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間（当期）純損失   △433,891 △1,077,526 △2,202,825 

減価償却費   66,087 53,205 126,958 

減損損失   92,654 240,756 1,015,095 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   △11,058 － 14,083 

賃借料 ※２ 27,542 24,477 52,434 

受取利息及び受取配当金   △2,883 △1,551 △5,645 

支払利息   21,799 15,725 38,141 

営業譲渡益   △83,014 － △60,839 

固定資産売却益   － △133,588 － 

投資有価証券売却益   － △2,175 △213,327 

固定資産売却損   － 307,511 － 

店舗撤退損   19,183 184,485 247,220 

工場閉鎖損   － 55,462 － 

売上債権の減少額   8,807 3,126 8,023 

たな卸資産の減少額   462,540 154,600 733,689 

預け金の減少額   10,508 889 28,877 

仕入債務の減少額   △382,454 △52,972 △368,911 

未払消費税等の増加額（△減少額）   29,101 △8,893 9,866 

その他   △14,299 △23,676 △1,166 

小計   △189,376 △260,145 △578,325 

利息及び配当金の受取額   2,439 1,108 5,645 

利息の支払額   △17,897 △15,317 △35,312 

法人税等の支払額   △20,541 △18,129 △20,541 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △225,375 △292,484 △628,534 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産等の取得による支出   △2,275 △34,267 △6,375 

有形固定資産等の売却による収入   － 659,479 － 

投資有価証券の売却による収入   60 4,373 317,267 

差入保証金の差入による支出   △350 △114 △928 

差入保証金の返還による収入   13,797 119,259 58,581 

営業譲渡による収入   667,505 － 645,331 

その他   30 6,298 △161 

投資活動によるキャッシュ・フロー   678,766 755,030 1,013,714 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純減少額   △440,670 △93,000 △314,670 

長期借入金の借入による収入   － 100,000 － 

長期借入金の返済による支出   △239,574 △269,930 △466,254 

その他   △421 △171 △788 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △680,665 △263,101 △781,712 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 5 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少
額） 

  △227,273 199,449 △396,531 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   575,583 179,052 575,583 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  348,310 378,501 179,052 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1）有価証券 

イ．子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

イ．子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

イ．子会社株式 

同左 

  

  

  

ロ．その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

しております。） 

ロ．その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

ロ．その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

  

  

  

(2）たな卸資産 

イ．ホームセンター商品 

売価還元法による原価法 

但し、店舗搬入前の仕入商

品は先入先出法による原価

法 

(2）たな卸資産 

イ．ホームセンター商品 

同左 

(2）たな卸資産 

イ．ホームセンター商品 

同左 

  

  

ロ．販売用土地建物 

個別法による原価法 

ロ．   ―――――― ロ．販売用土地建物 

個別法による原価法 

  

  

ハ．上記以外のたな卸資産 

主として総平均法による原

価法 

ハ．上記以外のたな卸資産 

同左 

ハ．上記以外のたな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く。）は

定額法、建物以外については定率

法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。 

建物      15年～50年 

構築物     10年～45年 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く。）

は定額法、建物以外については

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物      15年～47年 

構築物     10年～40年 

有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く。）

は定額法、建物以外については

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物      15年～50年 

構築物     10年～40年 

３．引当金の計上基準 

  

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税

は、当事業年度の費用として処

理しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── （重要な減価償却資産の減価償却の方法） 

法人税法の改正に伴い、当中間会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による損益に与える影響は

軽微であります。 

───── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は6,923,694千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の中間財務

諸表等規則により作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は5,010,879千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── （重要な減価償却資産の減価償却の方法） 

法人税法の改正に伴い、当中間会計期間よ

り、平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。なお、この変更によ

る損益に与える影響は軽微であります。 

───── 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

１．前中間会計期間末まで区分掲記しておりました「未収入金」（当

中間会計期間末の残高は30,362千円）は、当中間会計期間末におい

て資産の総額の100分の５以下となったため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

２．「投資有価証券」は、前中間会計期間末まで投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末にお

いて資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は517,017千

円であります。 

３．従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりまし

た有限会社に対する出資金（20,000千円）は、「会社法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律」（平成17年法律第87号）が公布

され、平成18年５月１日以後、会社法（平成17年法律第86号）の規

定による株式会社の株式とみなされることとなったため、当中間会

計期間末より「投資有価証券」に含めて表示しております。 

（中間貸借対照表） 

 「預り保証金」は、前中間会計期間末まで固定負債の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において資産の総

額の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「預り保証金」の金額は289,416千円

であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

3,987,395千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,774,658千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

3,319,009千円 

※２．担保資産 ※２．担保資産 ※２．担保資産 

たな卸資産 

（販売用土地建物） 
216,697千円

建物 1,402,103千円

土地 3,288,025千円

投資有価証券 477,060千円

計 5,383,886千円

建物 703,272千円

土地 2,133,964千円

投資有価証券 134,313千円

投資その他の資産 

「その他」 

（投資不動産） 

52,603千円

計 3,024,153千円

たな卸資産 

（販売用土地建物） 
216,697千円

建物 1,195,198千円

土地 2,628,846千円

投資有価証券 144,344千円

計 4,185,086千円

上記担保資産に対応する債務 上記担保資産に対応する債務 上記担保資産に対応する債務 

短期借入金 267,000千円

長期借入金 988,765千円

（１年以内返済予定のものを含む） 

固定負債「その他」 

（預り保証金） 
176,561千円

計 1,432,326千円

短期借入金   300,000千円

長期借入金 593,405千円

（１年以内返済予定のものを含む） 

預り保証金 162,245千円

計 1,055,650千円

短期借入金 393,000千円

長期借入金 763,335千円

（１年以内返済予定のものを含む） 

預り保証金 169,403千円

計 1,325,738千円

※３．    ―――――― ※３．住宅分譲事業撤退に伴い保有目的を変更

したため、従来流動資産の「たな卸資

産」に計上していた販売用土地建物

324,775千円を投資その他の資産の「そ

の他」に投資不動産として振替えており

ます。 

※３．    ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 445千円

受取配当金 2,437千円

保険差益 2,777千円

受取利息 459千円

受取配当金 1,092千円

保険差益 2,277千円

什器等売却収入 2,525千円

受取利息 898千円

受取配当金 4,747千円

保険差益 4,289千円

什器等売却収入 3,322千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 21,799千円

たな卸資産評価損 17,579千円

支払利息 15,725千円

たな卸資産評価損 19,814千円

支払利息 38,141千円

たな卸資産評価損 196,805千円

※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 

営業譲渡益 83,014千円

貸倒引当金戻入益 11,058千円

固定資産売却益 133,588千円

投資有価証券売却益 2,175千円

投資有価証券売却益 213,327千円

営業譲渡益 60,839千円

なお、営業譲渡益は倉敷店の譲渡によ

るものであります。 

なお、固定資産売却益の主な内容は、岡

山寮の土地及び建物（7,230千円）、加

古川店の土地及び建物（42,066千円）、

東京営業所の土地及び建物（84,247千

円）の売却益であります。 

なお、営業譲渡益は倉敷店の譲渡によ

るものであります。 

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 

固定資産除却損 14千円

店舗撤退損 59,904千円

減損損失 92,654千円

固定資産除却損 4,609千円

固定資産売却損 307,511千円

店舗撤退損 329,740千円

工場閉鎖損 55,462千円

減損損失 240,756千円

固定資産除却損 177千円

店舗撤退損 411,648千円

減損損失 1,015,095千円

なお、店舗撤退損は、豊明店、長久手

店、南陽店、尾張旭店及び田原本店の

閉鎖に伴うものであります。 

なお、固定資産売却損の主な内容は、和

歌山店の土地（11,120千円）、若松店の

建物（1,125千円）、旧東岡山店の土地

及び建物（275,316千円）及び大阪営業

所の土地及び建物（19,135千円）であ

り、店舗撤退損は、春日井店、若松店、

鹿児島店、山口店及びファーム川内店等

の閉鎖に伴うものであります。 

なお、店舗撤退損は、名古屋北店、豊

明店、長久手店、南陽店、尾張旭店、

田原本店、郡山店、和歌山店、岡山

店、加古川店の閉鎖に伴うものであり

ます。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上しました。 

※５．減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上し

ました。 

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上し

ました。 

場所 用途 種類 

ホームセンター事業
における郡山店（奈
良県大和郡山市） 

営業設備 土地 

ホームセンター事業
における和歌山店
（和歌山県和歌山
市） 

営業設備 土地 

場所 用途 種類 

ホームセンター事業
における郡山店（奈
良県大和郡山市） 

営業設備 土地 

ホームセンター事業
における徳島南店
（徳島県阿南市） 

営業設備 借地権 

その他の事業におけ
る住宅課（徳島県徳
島市） 

遊休資産 投資不動産 

場所 用途 種類 

名古屋北寮 
（愛知県春日井市） 

遊休資産 建物等 

岡山寮 
（岡山県岡山市） 

遊休資産 建物等 

旧 東岡山店 
（岡山県岡山市） 

遊休資産 土地 

ホームセンター事業
における郡山店（奈
良県大和郡山市） 

営業設備 土地 

ホームセンター事業
における和歌山店
（和歌山県和歌山
市） 

営業設備 土地 

ホームセンター事業
における川内店（徳
島県徳島市） 

営業設備 建物等 

ホームセンター事業
における香川店（香
川県高松市） 

営業設備 土地及び建物等 

ホームセンター事業
における若松店（北
九州市八幡西区） 

営業設備 建物等 

ホームセンター事業
における鹿児島店
（鹿児島県鹿児島
市） 

営業設備 建物等 

当社は、店舗を基本単位としてグルー

プ化しており、同一敷地内の複合施設

については１つの資産グループとして

グループ化しております。 

店舗用不動産の地価下落や収益性が低

下した資産グループについて、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（92,654千円）として

特別損失に計上しました。 

その内訳は、郡山店の土地14,333千

円、和歌山店の土地78,321千円であり

ます。 

なお、当該資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り、正味売却価額は鑑定評価額により

算定しております。 

当社は、店舗を基本単位としてグループ

化しており、同一敷地内の複合施設につ

いては１つの資産グループとしてグルー

プ化しております。 

店舗用不動産の地価下落や収益性が低下

した資産グループについて、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（240,756千円）として特別損

失に計上しました。 

その内訳は、郡山店の土地10,020千円、

徳島南店の借地権55,405千円、住宅課の

投資不動産175,330千円であります。 

なお、当該資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、正

味売却価額は売却予定額及び固定資産税

評価額により算定しております。 

当社は、店舗を基本単位としてグルー

プ化しており、同一敷地内の複合施設

については１つの資産グループとして

グループ化しております。 

店舗用不動産の地価下落や収益性が低

下した資産グループについて、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,015,095千円）と

して特別損失に計上しました。 

その内訳は、遊休資産106,088千円

（内、土地34,004千円、建物57,286千

円及びその他14,797千円）、郡山店の

土地14,333千円、和歌山店の土地

78,321千円、川内店45,892千円（内、

建物24,883千円及びその他21,008千

円）、香川店659,737千円（内、土地

625,174千円、建物29,540千円及びそ

の他5,022千円）、若松店84,412千円

（内、建物64,110千円及びその他

20,301千円）及び鹿児島店26,310千円

（内、建物23,611千円及びその他

2,698千円）であります。 

なお、当該資産グループの回収可能価

額は使用価値又は正味売却価額により

測定しており、使用価値については、

将来キャッシュ・フローを3.93％で割

り引いて算定し、正味売却価額につい

ては、路線価比準方式により算定して

おります。 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産 64,977千円 有形固定資産  52,249千円 有形固定資産 124,750千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  11,856 － － 11,856 

合計 11,856 － － 11,856 

 自己株式         

   普通株式 （注） 146 1 － 148 

合計 146 1 － 148 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少

株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  11,856 － － 11,856 

合計 11,856 － － 11,856 

 自己株式         

   普通株式 （注） 150 1 － 152 

合計 150 1 － 152 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当事業年度増加株式

数（千株） 

当事業年度減少株式

数（千株） 

当事業年度末株式数

（千株） 

 発行済株式        

   普通株式  11,856 － － 11,856 

合計 11,856 － － 11,856 

 自己株式         

   普通株式 （注） 146 4 － 150 

合計 146 4 － 150 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在）

 １．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在）

 １．現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘

定 
348,310千円

現金及び現金同

等物 
348,310千円

現金及び預金勘

定 
378,501千円

現金及び現金同

等物 
378,501千円

現金及び預金勘

定 
179,052千円

現金及び現金同

等物 
179,052千円

※２．差入保証金と相殺される店舗等

の賃借料であります。 

※２．差入保証金と相殺される店舗等

の賃借料であります。 

※２．差入保証金と相殺される店舗等

の賃借料であります。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

有形固定資
産「その
他」（工具
器具備品） 
（千円） 

合計 
（千円） 

取得価額相
当額 

3,324 3,324 

減価償却累
計額相当額 

664 664 

中間期末残
高相当額 

2,659 2,659 

  

有形固定資
産「その
他」（工具
器具備品） 
（千円） 

合計 
（千円） 

取得価額相
当額 

3,324 3,324

減価償却累
計額相当額 

1,329 1,329

中間期末残
高相当額 

1,994 1,994

有形固定資
産「その
他」（工具
器具備品） 
（千円） 

合計 
（千円） 

取得価額相
当額 

3,324 3,324

減価償却累
計額相当額 

997 997

期末残高相
当額 

2,326 2,326

取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

同左 取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 664千円

１年超 1,994千円

合計 2,659千円

１年以内 664千円

１年超 1,329千円

合計 1,994千円

１年以内 664千円

１年超 1,662千円

合計 2,326千円

未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 332千円

減価償却費相当額 332千円

支払リース料 332千円

減価償却費相当額 332千円

支払リース料 664千円

減価償却費相当額 664千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．     ―――――― ２．     ―――――― 

１年以内 1,100千円

１年超 －千円

合計 1,100千円

   

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

中間期末（期末）残高がないため、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式 274,944 515,759 240,814 

合計 274,944 515,759 240,814 

  取得原価（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式 168,867 164,099 △4,767 

合計 168,867 164,099 △4,767 

  取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式 171,065 184,677 13,612 

合計 171,065 184,677 13,612 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 591円37銭

１株当たり中間純損失

金額 
37円91銭

１株当たり純資産額 334円48銭

１株当たり中間純損失

金額 
92円55銭

１株当たり純資産額 428円09銭

１株当たり当期純損失

金額 
189円71銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため記載しており

ません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当

期純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（△）（千円） △443,911 △1,083,228 △2,221,037 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失

金額（△）（千円） 
△443,911 △1,083,228 △2,221,037 

期中平均株式数（株） 11,708,797 11,704,571 11,707,675 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書の提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第49期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日四国財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年９月14日四国財務局長に提出 

事業年度（第49期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 
 

      平成18年12月14日 

ナカイ株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡林 正文  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 久保 誉一  印 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナカイ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ナカイ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
 

      平成19年12月13日 

ナカイ株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岡林 正文  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 久保 誉一  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるナカイ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ナカイ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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